
環境 ・経済統合勘定の展望

山 本 充

1.は じ め に

二十一世紀に入 り地球環境問題に光明は差 してきたであろうか。その努力は

確実に行われてはいるものの,結 果 として環境劣化が緩和されているとは実感

できない。循環型社会を目指 した行動は,生 態系 も含めた物質循環の輪 を再生

できるのであろうか。経済への物質投入,環 境への廃物の排出とい う投入産出

構造において,経 済への物質投入を低減するリサイクルとなっているのであろ

うか。 リサイクルのための枯渇性資源(エ ネルギー)の 投入が増加 してはいな

いか。再生速度が速い という理由等から外来種 を導入 して既存の生態系 に変化

をもたらす行動がみられないか。二酸化炭素の排出のみ削減することを考 え,

効率性の低い変換や持続性のある有害廃棄物を増加させているのではないか。

等々,あ る領域の環境問題の解決を意図した活動が,他 の環境問題を生み出す

環境問題のシフ トなどが懸念 される。近視眼的な環境対策を改善するためには,

環境 と経済の関係 を包括的に表現することが必要 と思われる。

本稿では,環 境 と経済の関係を包括的に表現す ること目指 した環境 ・経済統

合勘定の今後 について,1993年 のSNA改 訂におけるサテライ ト勘定の位置付

けを整理 し,環 境 ・経済統合勘定への取 り組みと近々予定されている環境 ・経

済統合勘定の改訂について地域 における調製を考慮 しなが ら考察を行 う。
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2.SNAサ テ ライ ト勘定

1993年 のSNA改 訂(以 下93SNAと 呼 ぶ)に お い て,そ の 中枢 体 系

(CentralFramework)の 改訂 とともにサテライ ト分析 ・サテライ ト勘定が導

入された。これは,中 枢体系では国民経済活動全体としての記述 という目的に

沿って,中 枢体系のすべての勘定において適用 される分類や定義 記述 される

計数 と集計値などの間で首尾一貫 した整合性が確保されるため,特 定の社会経

済事象に関連する部門や活動に焦点 を当て,詳 細 な情報を提供することが困難

となるからである。中枢体系では,経 済活動の情報である経済単位や生産物,

取引な どが当該経済活動の代表的活動に対応 して1つ の部門 として把握 され

る。このため,多 面的性格を持つ経済活動はその代表的活動の側面か らのみ把

握され,関 心事象に関連する情報が代表的性格 と認識されない場合は別の計数

や集計値 に情報が集計 ・埋没 し,明 示的に捉えることが困難 となる1)。 さらに

は,中 枢体系が厳格 な生産境界や資産境界をもつ ため,環 境 問題や無償労働

(Unpaidwork)な ど境界 ・概念の拡張が必要な分析課題には適切に対応で き

ない という問題点 もある。 こうしたことに対応するため2)93SNAで は第XX

I章 に 「サテライ ト分析 とサテライ ト勘定」が設定された。

こうしたサテライト勘定に考慮されることは3),

(a)機 能的な性格 を持つ,あ るいは部門の境界を越える性格 を持つ,特 別な

社会的関心をひ く事柄についての追加的な情報を提供すること。

(b)国 民経済計算の概念 フレームワークに追加的な次元を導入するために,

必要な らば,補 完的または代替的な概念を使用すること。これは補完的 ・

代替的な分類方式と勘定フレームワークの使用も含んでいる。

1)山 下(1990)は 大 学 の医 学部 や看 護学校,新 聞社 や 通信社 を例 示 して い る。

2)93SNA(パ ラ21.4)で は,サ テ ラ イ ト勘 定 は 「社 会的 関心 を ひ く特 定 の分 野 に

つ いて,中 枢 シス テム に過大 な負担 を負 わせ た り,こ れ を混 乱 させ た りせ ず に,

国民 経済 計算 の 分析 能力 を弾 力的 に拡 張す る こ とが 必要 に なって い る」 こ とを強

調 す る と してい る。

3)93SNA,パ ラ21.4
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(c)人 間活動の費用 ・便益のカバーする範囲を拡大すること。

(d)適 切な指標 と集計値を使った,よ り進 んだデータ解析。

(e)物 量表示のデータ ・ソースおよび分析 を金額表示の勘定 システムと結び

つけること。

であるとされる。山下(1999)は,サ テライ ト勘定が必要な場合 として次の4

つの活動を挙げている4)。

①1つ の生産単位の生産活動の一部 と見 なされ,そ の経費が内部費用化 さ

れているために,中 枢体系ではその ものとして明示的に表 されない活動。

②2つ 以上の性質を持つ経済活動。

③ 経済活動ではあるが生産 とみなされていない活動。

④ 活動ではあるが,経 済活動 とはみなされていないもの。

サテライ ト勘定は大 きく2つ の型に区別される。1つ は,「 中枢体系構築の

基礎 となっている諸概念から大幅に逸脱することなしに,中 枢分類のなんらか

の組み替えや中枢概念体系 と異なる補完的要素の導入(付 随的活動(ancillary

activities)の 産出の特定など)を 含む5)」機能指向サテライ ト勘定 と呼ばれる

ものである。もう1つ は,「SNAの 概念 とは代替的なそれに基づ くもので」,「異

なる生産境界あるいは拡大された消費および資本形成の概念が導入 されたり,

資産の範囲が拡張された りし,中 枢体系が扱 う経済現象 と自然現象の境界線が

変更 され,所 得 と富の結び付きが,自 然資産 を含むよ り広い富の概念の文脈に

おかれる6)」代替的サテライ ト勘定7)で ある。 この代替的サテライ ト勘定に

相当す るもの として環境 ・経済統合勘定(SEEA8):SystemforIntegrated

EnvironmentalandEconomicAccounting)が93SNAに 記述 されている。た

4)活 動 の 具体 例 は山下(1999)を 参 照。

5)93SNA,パ ラ21.45

6)93SNA,パ ラ21.46

7)代 替的 サ テ ライ ト勘 定 の呼称 は桂(1997)に よ る もの で,桂 は機i能指 向 サテ ラ イ

ト勘 定 を補 完的 サ テ ライ ト勘 定 とも呼 ん でい る。

8)各 国 の環境 勘定専 門家 か ら構 成 され る ロ ン ドングルー プお よび国連 に よる環境 勘

定 を他 と区別す るため,以 下 で はSEEAと 呼 ぶ。
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だ し,93SEEAに はい くつかの版があ り,1版 とII版 は機能指向型 で,皿 版

以降が概念の拡張 と変更をもつ代替的サテライ ト勘定 となっている。

3.環 境 ・経済統合勘定の策定

環境 ・経済統合勘定の構築 に関 しては,1992年 に開催 された 「環境 と開発に

関する国連会議」(地 球サ ミッ ト)で 採択 された 『アジェンダ21』 において,

第8章 「意思決定における環境 と開発の統合」のD節 「統合 された環境 ・経済

勘定システムの確立」 として記述されている。そこでは,「持続可能性を経済

管理の中に統合 してい くうえでの第一歩 は,環 境の自然財の源泉 としての重要

な役割及び人工財の生産,そ の他の人による活動に伴い生 じた副産物の吸収源

としての役割 に関して,よ り適切 な計測方法を確立することである。(中 略)

従来の国による経済勘定に含 まれていないすべてのセクターや社会の諸活動に

よる貢献分 を,適 切な理論で実用性が保たれる範囲内で,サ テライ ト勘定に含

めるよう,共 通の枠組みを開発 してい く必要がある。9)」と提案 している。さ

らには 「環境 ・経済統合勘定 システムは当面の間,従 来の国の勘定方法 を代替

す るものではなく,補 完するもの として位置づけられる。10)」とし,評 価 プロ

セスの確立において透明度の高い環境情報の提供 と勘定方法の開発 ・実施を企

業 に奨励11)す ること,物 理的な環境勘定の開発にも努力すべ き12)と 提案 し

ている。

これを受けてわが国においても 『「アジェンダ21」行動計画』の中で 「環境 ・

経済統合勘定を付加 した新たな国民経済計算体系の整備を含め,環 境要素が適

切 に評価 された指標体系の開発,整 備 を推進する。」 とし,既 に試算結果が公

表 されている経済企画庁経済研究所(現 在の内閣府経済社会総合研究所)を 中

9)ア ジ ェ ン ダ21,パ ラ8.41

10)ア ジ ェ ン ダ21,パ ラ8.42

11)ア ジ ェ ン ダ21,パ ラ8.48

12)ア ジ ェ ン ダ21,パ ラ8.49
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心 とした環境勘定研究の推進や,物 量勘定表 を含めた環境資源勘定体系の確立

についても研究の推進が表明されている。現在,わ が国では同研究所による継

続的な研究が実行 されてお り,統 合勘定精度向上と評価項 目の拡大に加え廃棄

物勘定とSeriee13)型 の環境保護支出勘定の作成が行われている。さらにわが

国では,富 山県,北 海道,東 京都14)を 対象とした地域版SEEAIV.2版 の試算

が行われている。

さて,こ うした環境 ・経済統合勘定は,各 経済主体により環境関連(防 御)

活動に対 して現実に負担された支出として実際環境費用(Actualenvironmen-

talcosts)15)を 明示 し,環 境悪化 に関す る物量データに基づ きある評価方法

に より貨幣表示 された帰属環境費用(lmputedenvironmentalcosts)を 表示

する。帰属環境費用 については,そ の基礎 は物的な環境データにあるため,貨

幣換 算段 階におけ る問題点 が指摘 され ている。わが 国で適用 されて いる

SEEAIV.2版 に関 しては,こ の版は維持費用評価法により貨幣換算を行 うもの

であるが,そ の際の汚染物質の除去費用原単位に排出量を乗 じる線形の推計方

法を改善する必要があること,目 標 とす る持続可能な環境水準の設定方法など

が課題 として挙げられている16)。

また,勘 定が作成す る指標値 として,国 内純生産NDPか ら帰属環境費用を

13)Seriee:Syst6meEurop6enpourdeRassemblementde1'lnformationsEconomi-

quesurl'Environnement(仏 語,環 境 にか か わ る経 済 デ ー タの収 集 に関 す る 欧

州 体系)EUROSTAT(1994)に よる。

14)東 京都 につい て は,内 部資 料 と して報告 書が 作成 されて お り試 算値 は公 表 され て

い ないが,河 野(2000)で そ の概 略 と課 題が 示 され てい る。

15)実 際環 境 費用 に は,環 境 保 護活 動 に関連 して支払 わ れた環 境保 護 費用 と,環 境劣

化 か らの はね か え りの 回避iまたは環 境劣 化 に よる被害 の処 理 に関連 して支払 わ れ

た はねか え り費用 が ある。 また,実 際環 境 費用 は,環 境保 護施 設 の総 資本形 成 は

含 まず,環 境 劣化 に よる被 害 回避や 被害 処理 活動 に使 用 され る生産 資 産の総 資本

形 成 も含 まず,そ れ ら資 産の 減価償 却 のみ含 む。これ に対 し,環 境 支 出は,通 常,

資本 形 成(資 本 支 出)お よ び運用 費 用 を含 む。 国連SEEAハ ン ドブ ック,パ ラ

135-136

16)河 野(2000)は,地 域 版SEEAと わ が 国全体 の試 算結 果 か ら,課 題 を整 理 して

い るので参 照 され た し。
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控除して得 られるグリージNDP(GNDP)17)が あるが,こ の指標は直ちに持

続可能性の指標 とはならない。これは,上 述 した勘定の計算上(貨 幣評価)の

問題 もあるが,GNDPと い う集計量が環境変化を含 めた総合的な所得概念で

あ り,そ こでは種々の環境劣化や環境負荷 の状態は見えなくなっているため,

物理 的な環境 の持続可 能性 が判 断で きない か らであ る。 しか しなが ら,

GNDPが そうであって も,環 境 ・経済統合勘定 自体はGNDPを 産出するだけ

のものではない。そこでは,環 境に関する物理的情報 と経済情報の連関がなさ

れているため,例 えば費用対効果の視点からの環境領域や部門に関する指標が

構築でき,環 境改善に向けた効率性に関する情報 も提供することが可能と考え

られる。すなわち,環 境 に対する経済政策の効果や経済に対す る環境政策の効

果を分析するツールを提供できると考えられる。 このような環境と経済の連関

を示す多様な指標群18)を 提供することも環境 ・経済統合勘定の重要な役割で

あろう。

さらに,現 時点では国内の環境負荷 ・劣化 に関する情報を中心 に勘定が調製

されているが,地 球環境問題を考えれば,海 外 との経済取引に伴 う環境負荷の

フローの記述に関する配慮が今後充実すべ き課題 として残っている。

地域版環境 ・経済統合勘定(以 下,地 域環境勘定と略す)の 構築に関しては,

部分地域 として都道府県 レベルで作成されることも大いに望まれるが,国 の機

関においては少なくとも産業連関表が作成 されている9地 域に対 して,あ るい

はこれに大都市の環境負荷の大 きさを考慮 して首都圏や中京 ・近畿などの巨大

都市圏を分離 して調製できるようにすることがより望 ましい と思われる。 これ

は,上 述の国内と海外 との問のフロー と同様 に,国 内他地域か ら,あ るいは国

内他地域への環境負荷のフローを把握することが廃棄物の域外での処理等に伴

17)GNDPはEDP(エ コ 国 内 生 産:EcoDomesticProductあ る い は 環 境 調 整 済 国

内 純 生 産:EnvironmentallyadjustednetDomesticProduct)と も 表 現 さ れ,

通 称 グ リ ー ンGDPと も呼 ば れ る。

18)鷲 田(1999)は,空 間 範 囲 との 関 係 か ら環 境 指 標 を整 理 して い る の で 参 照 さ れ た

し。
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うNIMBY19)問 題などにも関連して必要 と考えられるか らである。

国レベル,地 域レベルに関わらず,環 境 ・経済統合勘定の最 も重要な役割の

1つ としては,行 政や企業などに散在する環境情報を集約し環境統計体系を確

立することである。

4.環 境 ・経済統合勘定 の動 向(SEEA2000の 概 要)

現行 の93SEEAに 対す るわが 国での取 り組 み状 況 は上述 した。 また,

93SEEAの 構造や各版については既 に多 くの文献で も紹介されている。現在,

この93SEEAの 改定作業がロン ドングループにより行われてお り,SEEA2000

として同グループのHP上 で ドラフ トを公開しているので,以 下ではこの ドラ

フ ト20)に 依拠 してSEEA2000を 構成する主要な勘定について概観する21)。ロ

ン ドングループのHP上 で示されているSEEA2000改 訂版の章構成は以下のよ

うな11章 か ら構成 されている。第6章 と第10章 が最近追加 された新たな章 と見

られる。

SEEA2000改 訂 版

Chapter1:序 論

Chapter2:勘 定構 造 の概 要

Chapter3:物 的 フ ロ ー勘 定

Chapter4:ハ イ ブ リ ッ ド ・フ ロ ー勘 定

Chapter5:環 境 保 護 ・資 源 管 理 勘 定22)

19)NotInMyBackYardの 略 で,廃 棄物 処 理施 設 な ど必 要性 は認め るが,自 分 の居

住 地 の近 隣へ の立地 には反対 す る こ と等 を意 味す る。

20)こ れ をSEEA2000draftと 呼 ぶ こ とにす る。

21)な お,本 稿 執 筆 時 点 にお いて もSEEA2000の 改 訂作 業 は進 行 中 であ るた め,何

度 か章構 成 や タイ トルが 変 更 されて い る。 このた め,入 手可 能 な ドラ フ トの範 囲

内 で の概観 にな ってい る。

22)ド ラ フ トで は 「環境 関連 の経 済活 動 と生 産物」 とされ てい る。
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Chapter6:そ の他 の 環 境 関 連 取 引

Chapter7:資 産 勘 定 と自然 資 源 の評 価

Chapter8:特 定 資 源 勘 定

Chapter9:環 境 劣 化 の 価 値 評価

Chapter10:環 境 勘 定 の 完 全 体 系

Chapter11:応 用 と政 策 利 用

今回の改訂作業において も,国 連SEEAハ ンドブックは環境勘定の国際的

標準化を行おうとするものではなく,環 境勘定の概念を明確にし,勘 定の実証

研究に対 しての助言を与えることを目的として,今 後 とも改訂作業が継続中で

あることを強調 している。 しかしなが ら,最 終的な目標には環境勘定の国際規

格 を意図 してお り,標 準化の基礎 となる概念,定 義,分 析手法,調 製方法など

を提示するとしている。また,環 境勘定が単なる国民経済計算集計値の調整と

いう意味合いではなく,幅 広い応用性をもつ ことが主張 されてお り,NDPを

環境的に調整 したGNDPの 算出とその意義についての狭い議論 を行 うことを

牽制 している。

勘定アプローチを採用することの必要性に関 しては,勘 定が系統的な環境統

計体系の構築をもたらす ことで政策オプシ ョンの分析 に使用で きる管理機能

と,主 要な指標 を導出できる記録機能を勘定が提供できることを強調 し,そ の

ための要件 として以下のことを挙げている。

。 既存の環境情報の価値 と妥当性を拡大する環境統計の標準分類の採用を

奨励すること。

・ フローとス トック情報間の整合性の強化,経 済の物財フローを計測する

物的供給使用表のような概念の適用,バ ランスシー トによる環境資産の表

示により環境統計の新 しい次元 をもたらすこと。

・ 伝統的経済勘定に含 まれる経済情報 との連関を与え,情 報間の信頼性 と

一貫性の改善を導 くこと。

・ 環境負荷に対する所有権 と責任 を暗黙的に定義すること。
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。 長期にわたる包括的で一貫 したデータセ ットの開発 を奨励すること。

・ 国際的な比較を容易にすること。

このことは,環 境統計体系の重要性 と必要性を強調 しているが,そ れは環境

勘定構築のための ものでもないし,環 境統計体系の確立が環境勘定の必要性を

低 くするものでもない。環境統計体系 と環境勘定が一体 となって初めて有効に

機能することを示唆するものであろう。過去,わ が国でも環境統計体系の構築

へ向けた動 きがあったが,実 現されなかった。 しか し,現 在ではほとんどの行

政部門において地球環境問題への対応が行われてお り,企 業においても同様で

ある。現状の統計 は,各 種経済活動の個別領域 において作成されているが,環

境 という横断的な局面から縦割 り的な統計を連関させることは,環 境問題に対

する部門問の連携 を図る上でも有用 な情報をもた らす ものと考えられる。

SEEAは,経 済 と環境のイ ンターフェイスである。図1は 国民経済 と海外

経済および経済 と環境のフローを示 している。2つ の外円で環境 を表 してお り,

1つ は経済に対する大気や水などの投入と環境への廃物の流れを示 し,そ の外

側が地下資源や木材など天然資源の経済への流れを示 している。この図の実線

で示されたフn一 がSEEAの 計測対象 となるフローである。

これを国内のある部分地域 を分離 して地域版SEEAに ついて考 えると,国

内におけるフローが当該地域 と他地域 に分離 され,さ らに輸出入が分離される。

この場合,国 内他地域を経由する輸入→移入 フローをどのように捉えるかであ

る。国内他地域からの移入がさらなる加工を受けずに移出に向けられた輸入品

であれば,そ れによる海外への影響を考慮する必要があろう。

図2は,SEEA2000の 主要な章で適用 される各種勘定 と環境 デー タ,SNA

勘定 との関係 を表 している。 この図か らも分かるように,SEEA2000で は物量

タームでの環境データの分析 と表現 をかなり精緻化すること,ま た貨幣ターム

でも環境関連の支出構造をより詳細に把握することを目指 している。 さらに物

量と貨幣の統合においては,オ ランダのNAMEA(NationalAccountingMat-

rixincludingEnvironmentalAccounts:環 境勘定を含む国民勘定行列)を 中

枢 に置いている。NAMEAの 概要について,以 下にわが国におけるNAMEA
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環境からの投入:

廃物の産出

,マ

『一一→レ

メ

環境からの投入:

廃物の産出

出所:LondonGroup,SEEA2000Draft

図1経 済 ・環 境 間 の フ ロ ー
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章
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V

皿

環境データ

生データ

生データ

物量
SEEA特 定勘定
ハイブリツド 幣

物的供給・使用表一一一一一レPEOT

＼ 貨_使 。表,SU.,A)

鵡く　7
EPEA

資源管理勘定

資産ストックー一 レ物的資産勘定一一 レ貨幣的資産勘定

↓
みおの　　

↓
廃物の影響 劣化の評価

SNA勘 定

SNAフ ロー勘定

資産ストック

Pio下:物的産業連関表MFA:マ テリアル・フロー一分析
SUTEA環 境勘定を伴なう供給・使用表NAMEA:環 境勘定を伴なう国民勘定行列
EPEA=環 境保護支出勘定

出所:LondonGroup,SEEA2000Draft

図2SEEA2000の 要 素 間 の 相 互 関 係 図

研究の第一人者である池俊慶氏23)(元 経済企画庁経済研究所)のHP24)か ら

の引用にて紹介する。

(1)NAMEAは,国 民経済計算上の恒等式 によって構成 される貨幣単位 の

国民経済計算マ トリックス(NAM)に,物 的単位のみならず貨幣単位の

環境勘定を組み込み,経 済活動 と自然環境 との間の相互依存関係を描写す

る。NAMEAは,物 的フロー・一一を,列 に物質の源泉,行 に物質の行 き先 を

とり,上 か ら下に,左 から右へ とその流れを明確 に整理 してあるので解か

り易 くなっている。

(2)NAMEAは,テ ーマ別の環境指標 を持つことを特徴 とす るが,物 質の

源泉から燃焼,消 費,汚 染物質の排出,汚 染物質の長期輸送等々の化学的 ・

物理的変化の過程を実数値で追跡できる構造 となっている。これ らに算入

される数値は,質 量保存の法則に遵った ものが用い られる。

(3)NAMEAは,今,問 題 となっている温室効果,オ ゾン層破壊,酸 性化,

23)池 氏 は 既 にAJapaneseNAMEAと して 日 本 版NAMEAの 試 算 を 行 っ て い る。

24)http://www5a.biglobe.ne.jp/～NAMEA/
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富栄養化,及 び廃棄物などの ような典型的な環境問題に直接,焦 点を当て,

必要な最小限度の物理的勘定を構築 している。これに加え,NAMEAは,

自国の経済活動による人工的汚染物質の排出のみならず,空 気などを媒体

とする国境を越える汚染物質の長期輸送,酸 性化物質の国内への沈着等に

ついても考慮 した国内環境への環境的プレッシュアーを描写できる。

(4)NAMEAは 政策志向が強 く,ど ち らか と言えば経済活動か ら自然環境

への算出(汚 染物質の排出)に ついての描写に焦点を当てる。したがって,

どちらか と言えば,自 国内の天然資源の枯渇よりも,公 害問題を重視する

先進工業国経済の描写に適 している。

(5)NAMEAは,SNAと 同様 に,実 際の経済活動の結果 として起 こる事象

について計測 される数値(実 際に支払われる取引の数値)だ けを集計の対

象 としてお り,NAMEAに は,93SEEAに ある仮定的な帰属環境費用の

概念はない。

(6)NAMEAはSEEAほ ど包括的ではないが,経 済活動 と自然環境 との間

の相互依存関係 を描写する勘定 として位置付けられる。

このようなNAMEAを 中枢 に据えるということは,社 会的関心の高い環境

問題 と現実の経済活動との関連性 を強調 して表現することが重視 されていると

考えられる。

図3はSEEA2000の 環境勘定体系 を概観で きる行列形式の概念図である。

また,図4はSNAをSEEAの 主要モジュール間の相互関係を示すフロー図で

ある25)。これ らの図からもSEEA2000はNAMEAを コアとして包括性 を持た

せるように調製 されていることが分かる。以前の93SEEAの 帰属環境費用 の

記述に相当する部分が第9章 である。

25)図3お よび図4は 早期 のSEEA2000Draftに 添 付 されて いた 図 で,対 応 す る章 に

つ いて は最新 の 章構成 に見合 うよ うに加 筆 修正 した。
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出所:LondonGroup,SEEA2000Draft

図3SEEA2000の 環 境 勘 定 体 系

全体 としてSEEA2000は,物 量 タームだけの環境勘定部分 と経済i勘定お よ

び経済勘定 と物的勘定の並置方法に関する部分,お よび環境劣化の経済的評価

という経済勘定がどのように拡張 されるべ きかを追究す る部分の大 きく3つ の

セクターに分かれている。噛

第1の 部分に関係するのが物的 フロー勘定(第3章)で ある。物的フロー-tw

定は,生 産物,天 然資源,環 境投入(EcosystemInputs),廃 物の4つ のフロー

で勘定が構成 され,経 済への供給 と経済による使用 として表現される。天然資

源 と空気や水などの環境投入は環境から経済に流入するのみである。表1に 経

済 と環境間のフロー類型を示す。国内環境 と海外環境問のフローは,風 や水な

どの環境媒体により輸送 される廃物であ り,国 内経済から海外環境あるいは海

外経済か ら国内環境への廃物フローは,旅 行等の国際的活動に関連するもので
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図4改 訂SEEAと93SNAの 連 関

表1経 済 ・環 境 間の フ ロー類型

行き先

源泉
国民経済 国内環境 海外経済 海外環境

国民 経済

国 内環境

海外 経済

海外 環境

生産物経済境界内の生産フロー 廃物 廃物
(輸入)

自然資源 環境投入 廃物

環境投入

生産物 廃物

(輸出)

環境投入 廃物

出 所LondonGroup,SEEA2000Draft
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ある。後者の例は,海 外で操業する輸送機器か らの排 出に関連するものであ り,

これらは環境投入に関する供給使用表の海外部門の使用にも関連する。

物的フロー勘定は,生 産物,天 然資源,環 境投入,廃 物の4つ のフロー勘定

か ら構成され,表2に 示す ような供給使用表の形式にまとめることができる。

これは図2に 示 されているように,マ テリアル ・フロー分析や物的投入産出表

(PIOT:PhysicalInputOutputTable)の ような形式 も可能である。

越境 タイプのフローは,生 産物や廃棄物の輸出入 と汚染物質の越境移動(環

境媒体による場合 と輸送になる場合がある)に よって引き起 こされるものであ

る。国内地域版に関しては,大 都市の廃棄物の地方処理や放射性廃棄物の処理,

流域の汚染,酸 性雨などの影響 を把握することが必要となる。

表2物 的フロー勘定

(百万 トン)

供 給

生産物

自然資源

環境投入

廃 物

純蓄積

総供給

使 用

生産物

自然資源

環境投入

廃 物

総使用

438

254

120

73

71

144

26

144

15

-52

111

255

149

一45

359

255

149

359

359

402

44

1144

402

1144

出 所:LondonGroup,SEEA2000Draft
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また,物 的フロー勘定は,日 本のエビのような輸入 される財 ・サービスの生

産か ら起こる汚染あるいは生産に使用される資源に関連するような,途 上国と

先進国の国際分業関係を前提にした貿易構造構造か ら生み出される環境劣化の

ような,間 接的な影響の分析 に使用することも可能である。国内地域版では都

市 と農村の関係 に当てはまる場合があるかもしれない。

ハイブリッド・フロー勘定(第4章)は,貨 幣的供給使用表に,付 加価値の

部分行列と対応する物的な部分行列 を付 け加えたもので,環 境勘定を含む供給

使用表(SUTEA:SupplyandUseTableincludingEnvironmentalAccounts)

を構成するもので,こ れに固定資本減耗 を加え,所 得の第一次分配勘定,移 転,

第二次分配勘定を加 えNAMEAが 構成 される(図5)。 また4章 では,物 的 ・

ハイブリッ ド投入産出表による分析 フレームについて も考察 している。

環境保護勘定(5章)は,SNA勘 定で扱われている経済活動を環境関連の

経済勘定 として提示す るために環境保護活動分類(CEPA:Classificationon

EnvironmentalProtectionActivities)に 基づ き分割表示 して構築される。環

境保護活動に関 しては,あ る1年 間の状況を観察することより,長 期間におけ

る活動や行動変化が どのような影響を及ぼすかを評価で きるようにすることが

環境勘定を含む供給・使用表(SUTEA)

'灘
…灘 球 .鎖難 廃物

襲蕪

⇒自然資源

環境投入

難鎌繊破.

NAMEA

移転

財産所得

第1次所得のバランス

生産

輸入

綴邊然禦獲
.

固定資本減耗

消費 可処分所得

所得(純付加価値)

消費

貯蓄耳投資

資産変化 輸出

出所:LondonGroup,SEEA2000Draftか ら加 筆 修 正 。

図5SUTEAとNAMEA
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重要であると示唆 している。環境保護活動は,環 境保護サービスの政府生産者,

専門的生産者,付 随的生産者および浄化製品の生産者 という4つ の主要 なグ

ループに大別 され,環 境保護サービスは,廃 棄物処理業のような専門的な生産

(外部的)と 企業が 自らのために行 う社内活動(内 部的,付 随的),お よび政

府によるものに区分される。浄化製品は,た とえ取得 目的が環境的効果でなく

とも,低 公害車のような環境便益を生み出す ものとして定義される。環境保護

勘定では,環 境保護活動,環 境関連の財 ・サービス,お よび環境保護費用の負

担部門と活動部門について表示する勘定表 も調製される。 ここにはわが国でも

試算 されてい る環境保護 支出勘定(EPEA:EnvironmentalProtectionEx-

penditureAccounts)が 含まれる。

表3は 環境保護財 ・サービスを示 した国内供給行列(表)の 例である。陰影

を施 した部分は環境保護財 ・サービスの産出値の重複計算 を回避するために意

図的に排除されている。 また,そ の他の生産物の生産者によるその他の生産物

表3環 境保護財 ・サービスの国内供給表

活 動 タ イ プ

環境保護サービス その他の生産物

合 計政 府

(非市場)

専門的

(外部的)

付随的

(内部的)
浄化製品 その他

環境保護サービスの政府生産者

環境保護サービスの専門的生産者

環境保護サービスの付随的生産者

浄化製品の生産者

その他生産物の生産者

3000

650000

4000

10000

0*

3000

6500

4000

1000

*

総産出(基 本価格) 3000650040001000* *

輸入

税 とマー ジン

産出(購 入者価格)

50*

120150150*

3120665040001200*

*

*

*

出 所:LondonGroup,SEEA2000Draftか ら加 筆 修 正 。



表4環 境保護財 ・サービスの国内使用表

生 産 物 政府の環境
サー ビスの生産

専門的生産者の
環境サービス

環境サービスの
付随的生産

浄化製品の
生産者

その他の
生産者 総中聞消費 政府消費 家計消費 資本形成 輸 出 合 計

政府による環境保護財 ・サービ
スの生産 0 18001320 3120

専門的な環境保護財 ・サービス
の生産

15003500 5000 1650 6650

付随的な環境保護財 ・サービス
の生産

4000 4000 4000

浄化製品 400200 600 600 1200

その他の生産物 200011001000300* * *

合 計 20003000100q300* * 1800 3570

雇用者所得 60020002000500* *

固定資本減耗 40010001000200* *

生産に対する補助金を排除した
税 000* *

純経営余剰 05000* *

産出(基 本価格評価) 3000650040001000* *

襯儲

総資本形成 1100100025001500* *

資本 ストック 7000150001200010000* *

労働投入量(人 時) 40001000085005000* *

出所:LondonGroup,SEEA2000Draft
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は環境保護財 ・サービスの分析 とは直接的に関係 しないため*で 示 されてい

る。輸入,税 と流通 ・輸送マージンが付加 され,購 入者価格評価の産出が表示

されることで完全な型となる。ただ し,環 境保護サービスは通常,輸 出入され

ないのでマージンは無 く税のみとなる。 また,こ こでは浄化製品については全

費用について評価 されるのではな く,浄 化版と非浄化版 との費用差によ り評価

されたマージンとして記録される。表4は 環境保護財 ・サービスを示 した国内

使用表の例である。

次に資産勘定(7章)は,SEEAで はSNAで(i)所 有権が個別あるいは

集合的に制度部門に帰属 し,(ii)一 定期間を通 して使用あるいは所有するこ

とで所有者に経済的便益を生み出す,独 立 した存在 として定義 される26)資 産

境界を拡張 した以下の広範なカテゴリーに分類される環境資産を対象 とする。

自然資源

鉱物 ・エネルギー資源

土壌資源

生物資源

土地 と表流水

生態系

なお,SNAに おいて もSEEAに おいて も大気 と海水 を資産 として包括的に

測定することはまだ検討されていない ようである。ス トック計測に対応するも

のとしては,個 々の汚染物質の濃縮物の蓄積が考えられ,濃 縮 レベルによる間

接的な計測,あ るいは汚染物質の排出許可容量により計測できる可能性がある

と示唆 している。

表5に は,物 的資産勘定の概念図を示す。表のス トックレベルの増加 ・減少

は,経 済的影響の有無により区分することができるが,そ の区分境界は,い く

つかの天災が入間活動に由来するものもあることから,絶 対的なものではない

とし,正 確 な境界設定を行わないことを支持 している。図6は,資 産勘定 とフ

26)93SNA,パ ラ2.14
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期首
バランス

生産 消費 資産変化 輸出 廃物

輸入

その他の
資産変化

自然資源 レ

環境投入

期末
バランス

出 所=LondonGroup,SEEA2000Draft

図6資 産 勘 定 と フ ロ ー 勘 定 の 結 合

ロー勘定を組み合 わせ て表示する形式の もので,既 に93SEEAで 使用 されて

いる形式である。

この形式は,自 然資源のス トック変化が経済 フローと資源のス トック水準,

その他の変化 とそのように関係 しているかを明示で きるもので,期 首と期末ス

トックの比較により資源使用の持続可能性を観察できる。自然資源の使用に関

する貨幣タームでの評価については,市 場価格やユーザーコス ト法27)な ど,

あらゆる情報を使用 して可能な限 り推計を行い,物 量タームとの対応 を図る資

産勘定を目指 している。図7に 自然資産変化を考慮 した勘定体系の概念図を示

す。

最後に環境劣化の評価(9章)に ついては,評 価方法に関しては生産や消費

のパターン変化により汚染物の発生を回避する費用 を見積 もる費用基準の評価

法と,汚 染物の発生による被害を見積 もる損失基準の評価法に大別 され,前 者

27)有 限で再生不可能な資源の利用可能期間において毎期の資源の販売益の一部を再

投資することで資源枯渇後においても枯渇前と同様な利益が得られるものと仮定

し,そ の利益を超える毎期の収益を帰属環境費用として算定する方法。
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で は93SEEAで 推 奨 され た 維 持 費 用 評 価 や 再 生 費用 法,適 用 効 果 法

(Dose-response)な どの選好独立型評価法 とヘ ドニック価格法等の顕示選好

法,CVMや コンジョイント分析の表明選好法の選好依存型評価法について検

討がなされている。図8に は環境劣化を考慮 した勘定体系の概念図を示す。

5.ま とめに かえて

以 上,概 観 して きた よ うに93SEEAと 比 較 す る とSEEA2000で は,

NAMEAを 勘定体系 の中枢にお き,物 的勘定と貨幣的環境 と統合 した表形式

に表現方法を変更 し,物 的な環境状態 と貨幣的な経済活動を密接 に関連付ける

期首 の

バ ランス シート

生産 消費 資産変化 輸出

輸入

資産のその他
の変化

自然資源 レ

自然資本減耗 《

固定資本減耗 (

財産所得 所得(減耗で調整し
た純付加価値)

移転
書《

第1次所得のバランス

消費

寺《

寺《
可処分所得 期 末 の

バ ランスシート

貯蓄=投 資

出所:LondonGroup,SEEA2000Draft

図7自 然資産 変化 を考 慮 した勘 定
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期首の
バランスシート

生産 消費 資産変化 輪出 汚染物

輸入

自然資源 7

噌自然資本減耗

固定資本減耗 (

財産所得

↓一

所得(減耗で調整し
た純付加価値)

人 冒の
健康被害

<

資産のその他の変化移転↓4 第1次所得のパフンスー

消費 可処分所得一
期末の

バランスシート

貯蓄_寺
投資

出所:LondonGroup,SEEA2000Draft

図8環 境 劣化 を考 慮 した勘 定

ことに重点を置いている。環境に関 しては物量タームでより詳細 に状態変化を

表現すること,経 済については,環 境保護支出勘定などにより環境保護活動を

詳細 に捉えるようになっている。物的変化 を貨幣的変化に変換する方法,と り

わけ9章 で議論 される内容については,今 なお議論の多い ところであるが,そ

の必要性を強調 しつつ,中 心的な部分では現実的な範囲での評価に留めている。

このような状況か ら,改 めてわが国における環境統計体系の必要性が感 じら

れる。既往統計問の連関を,環 境関連活動 について強化するとともに,既 往統

計における環境関連データの分割 を行 う必要があろう。このためには企業や行

政,家 計などの各経済主体における環境関連活動の情報収集に努めることが必

要である。既に企業においては環境会計の導入が活発 になっているが,行 政に

おいても同様の行動が強 く求められるところである。家計の行動 についてはグ

リーン ・コンシューマーとしての行動を観察すること等が必要 となる。

地域版の環境勘定の調製に関しては,居 住者 と非居住者の行動 を識別するこ

とが必要 となろう。例えば,観 光活動における地域外か らの来訪者の行動 と地

域内の居住者の活動を識別することである。また,地 域内の需要が国内他地域
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あるいは海外へ どのような影響を及ぼすかを明示することも(その逆も同様に)

重要である。
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